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河川における自然環境保全の取り組み 河川における自然環境保全の取り組み 
～生物の生息・生育・繁殖環境を中心に～ 

国土交通省河川局河川環境課 
河川環境保全調整官 

小俣 篤 

平成２０年２月
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治水 

明治２９年（１８９６年） 

近代河川制度の誕生 

平成９年（１９９７年） 

治水・利水・環境の総合的な 
河川制度の整備 

治水 利水 

環境 

・河川環境の整備と保全 
・地域の意見を反映した河川 
・整備の計画制度の導入 

治水 利水 

昭和３９年（１９６４年） 

治水・利水の体系的な制度 
の整備 

・水系一貫管理制度の導入 
・利水関係規定の整備 

＋ 

河川法改正の流れ
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↑整備前（平成６年５ 
月） 

↓整備後（平成１６年８月） 

多自然川づくり 

【茂漁川（北海 
道）】
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課題のあった多自然型川づくり 

平成１９年１月９日産経 
新聞 

・平成2年「多自然型川づくりの推進について」の通達が出されて以来、様々な工夫が重ね 
られた。 
・しかし、場所毎の自然環境の特性への考慮を欠いた改修を進めたり、他の施工箇所の工 
法をまねるだけの画一的で安易な川づくりも多々見られた。 

「自然を生かした川づく 
り」 ９割が不自然
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■多自然川づくり基本指針（０６年１０月） 

平成２年に定めた「多自然型川づくり実施要領」を廃止し、多自然川づくり 
の新たな展開を図るべく「多自然川づくり基本指針」を定める。 

■「多自然型川づくり」レビュー委員会による提言（０６年５月） 

「多自然型川づくり」から「多自然川づくりへ」 

○多自然型川づくりは特別なものではないはずなのに、優良事例もある一方で、平均点 
が下がっている 
○災害復旧は時間が限られており、対応が難しい 

問題意識 

「多自然型川づくり」から「多自然川づくり」へ
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侵食・堆積・運搬といった河川全 
体の自然の営みを視野に入れる 

地域の暮らしや歴史・文化と 
の調和にも配慮 

河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河 
川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出するた 
めに、河川管理を行うこと。 

１ 「多自然川づくり」の定義 

「多自然川づくり」はすべての川づくりの基本であり、すべての一級河川、二級河川及び 
準用河川における調査、計画、設計、施工、維持管理等の河川管理におけるすべての行為が 
対象となること。 

２ 適用範囲 

３ 実施の基本 
○可能な限り自然の特性やメカニズムを活用 
○河川全体の自然の営みを視野に入れた川づくり 
○生物の生息・生育・繁殖環境の保全・創出は勿論、地域の暮らしや歴史・文化と結びついた 
川づくり 
○調査、計画、設計、施工、維持管理等の河川管理全般を視野に入れた川づくり 

多自然川づくり基本指針
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1947年 

湿原面積 ２４５．７ｋｍ ２ 

1999年 

湿原面積 １９４．３ｋｍ ２ 

○近年の流域の経済活動の拡大等に伴い湿原 
面積が著しく減少。 

○長期的な目標としてはラムサール条約登録 
（１９８０年）前の環境への回復。当面は 
西暦２０００年現在の状況を維持保全。 

自然再生協議会の枠組 

釧路湿原の自然再生協議会 
（平成１５年１１月設立） 

＜専門家＞ 
学識経験者 

等 

＜市民＞ 
地域住民  NPO 

＜関係行政機関＞ 

環境省・農林水産省・国 
土交通省の地元機関 

＜地方公共団体＞ 
北海道、地元市町村 

○平成１７年３月には協議会において、釧 
路湿原自然再生全体構想を作成 

自然再生の取り組み（釧路湿原）
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【河川改修により直線化された釧路川（北海道）】 【旧川を利用して蛇行河川に復元（イメージ）】 

蛇行河川に復元 

蛇行河川の復元イメージ 

･･････････････→ 
開削されて 
直線化され 

た区間 

旧川箇所 

現在の流路 

○自然再生の取り組みの一つとして、釧路川の茅 
沼地区において蛇行河川の復元を計画している 

自然再生事業 

の実施 

自然再生の取り組み（釧路湿原）
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コウノトリの野生復帰を目標に掲げ、地域住民と行政のさまざまな主体（国交 
省、県（河川、農林、環境部局等）、市町村）が一体となって自然再生を推進 

コウノトリ野生復帰推進協議会 
国土交通省（豊岡河川国道事務所） 
兵庫県（環境部局、農林部局、河川部局、教育部局等） 
豊岡市、城崎町、日高町、出石町 

・環境教育プログラムの整備 
・体験活動の機会の提供 等 

・市民やボランティア等による里山林の管理 
・コウノトリの営巣木であるアカマツの再生 等 

アイガモ農法 

湿地 

・遊水地における湿地の創出 
・河川における水際のエコトーンの創出 等 

水田 

・環境負荷の小さい農業の推進 
・河川・水路・水田の連続性の確保 等 

水田と水路 
をつなぐ魚 
道 

里山林 

アカマツの植 
林 

環境教育 

自然再生の取り組み（円山川）



10 

183 262 
396 

542 
713 

1,018 

1,501 

1,943 

2,485 

134 146 171 
305 

483 442 542 

79 37 
146 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

～昭34 昭35 
～39 

昭40 
～44 

昭45 
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累計 

期間内設立数 

＜川や水に関する活動を行っている市 
民団体等の年別設立団体数の推移＞ 

（社）日本河川協会資料より；平成１６年１０ 
月） 

【他に設立時期不明の団体数が３４５ 
ある】 

設立時期 

＜市民とともに行う川づく 
り＞ 

近年、河川に関心の高い市民やＮＰＯの活動が活発と 
なってきており、各地で市民とともに行う環境調査や点 
検、市民による計画づくりへの参加、地域活動としての 
河川の維持管理等、市民参加の川づくりの実践が行われ 
てきている。 

市民団体等との連携 

団体数
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このモデル事業は、平成３年に始まり、豊かな水域環境の創出をより積極的 
に推進するため、地域のシンボルとなっている河川などについて、堰、床固 
、ダム及び砂防堰堤などとその周辺の改良、魚道の設置、改善及び魚道流量 
の確保などを計画的に行い、全国の河川などのモデルとして魚類の遡上・降 
下環境の改善を積極的に行う事業である。 

石狩川 

多摩川 

揖斐川・長良川 
太田川 

七北田川 

奄美五河川 

吉野川 

球磨川 

最上川 

加治川 

信濃川 
夏井川 

荒川 

興津川 
北川 

紀の川 

沼田川 椹野川 

遠賀川 

石狩川 

「魚がのぼりやすい川づくり推進モデル事業」指定河川一覧 

施設数から見た全体の事業進捗状況 

596 

830 

995 

0 200 400 600 800 1000 1200 

H19.3時点 
要改善施設数 

実施計画時点 
要改善施設数 

総施設数 

移動可能距離からみた全体の事業進捗状況 

2,003.4 

1,248.6 

3,575.1 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 

H19.3時点 
移動可能距離 

実施計画時点 
移動可能距離 

全延長 

距離(km) 

魚ののぼりやすい川づくり推進モデル事業
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様々な魚道（１） 
長良川河口堰（三重県） 

自然の小川のような流れを 
つくり出し、多種の魚介類 
が遡上できるような「せせ 
らぎ魚道」と階段式魚道等 
を併設した。 

せせらぎ魚道 階段式魚道 

厚別川第一落差工（北海道） 

澪筋のある左岸側に自然石 
を用いて多様な流況をつく 
りだすような階段式魚道を 
設置した。 

旧吉野川河口堰（徳島県） 

河口堰の左右それぞれ1カ 
所（幅5.5m）づつ階段式 
魚道を設置し。フラップ 
ゲートで越流水深が絶え 
ず一定となるよう調整し 
ている。
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様々な魚道（２） 

青野ダム 

ダム上下流の落差約２１ｍの間に延長約７３０ 
ｍの魚道を設置した。①魚類の遡上・生息機能、 
②生態創生機能、③自然公園機能、の３つの機 
能を備えた「多自然魚道」として整備した。
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魚道の課題 

右岸の階段式魚道は下流の河床低 
下により魚道の入り口の落差が大 
きくなり、かつ入り口が狭く遡上 
が困難となっていた。 

魚道の出口付近に土砂が堆積し、 
魚道流量が確保できずに遡上が困 
難となっている。
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新町床固における遡上環境の改善に併せて、ワ 
ンド、よどみ域、ブッシュ等からなる魚類等の 
良好な生息環境を創出 

遠賀川 新町床固（福岡県）付近における事例 

ブッシュ(低木・自 
然植生等） 

よどみ域 

ワンド形成 

魚道 

荒川 

荒川本 
川 

H13年度設置の根固水制工 

平水位 
護
岸 根固水 

制工 

魚巣や洪水時の避難場所となる 多孔 
質空間の整備イメージ図 

巨石 

荒川 雲母地区（新潟県）における事例 

自然石による「根固水制工」を活用し、多孔質 
空間、よどみ等の多様な環境を形成して魚類の 
生息・生育環境を保全。 

魚のすみやすい川づくりに向けて
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【鳥害防止ブロックの設置】 

魚道内にコの字型の鳥害防止ブロック設けて、ブロック下に鳥 
からの避難場所が創出されている。 

（長良川河口堰 せせらぎ魚道） 【釣り糸によるカワウ対策】 

カワウによる魚道内の魚の食害 
を防止するため、カワウが隔壁に 
留まることができないように、ま 
た補食した時に首部分の羽毛が釣 
り糸に係ることをカワウが嫌うた 
め、釣り糸が設置されている。 

(ボックスへの侵入防止対策) 

フロート 

釣糸 
カワウは、水中で魚を追いかけ 
ている時に羽毛が当たることを 
嫌う。 

おもり 

(ダム直下での対策) 

釣り糸 

(魚道プールでの対策) 

【魚道隔壁・側壁の高さの調整】 

魚道側壁及び隔壁の高さ（水面からの距離）が、鳥類による食害を防ぐため 
に60～75cmとされている。これは、大型の魚食性鳥類（ダイサギ、アオサギ） 
でも、採餌時に嘴が届く範囲が50cm程度とされているためである。 

水面からの高さが60～75cmに設計さ 
れている。 

（広島県 沼田川 亀津頭首工） 

（徳島県 吉野川 池田ダム） 

ぬ た かめづ 

魚道における鳥害対策の取り組み事例
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堰の運用による遡上の改善 

平成１９年５月２８日朝日 
新聞 

調布取水堰を開放 
「自由に上って」 

多摩川・調布取水堰（工業用水）の開放によるアユの遡上 
○水門開門期間：平成１９年４月１２日１０時～６月１日２４時（５１日 

間）
○当該期間の遡上数：約１０２万尾 アユ、多摩川へ 

いらっしゃい
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（４）調査実績 
平成２年度から調査を開始し、これまで、５年で各生物項目が１ 
巡するように調査を実施し、平成１７年度で３巡が終了。 

（１）目的 
河川水辺の国勢調査とは、河川を生物環境という観点からとら 
え、定期的、継続的、統一的に、基礎情報を収集整備するため 
の調査 

（２）対象河川及びダム 
主に全国１０９の一級水系の直轄区間の河川及び直轄・水資源 
機構管理のダムを対象 

（年度） 

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

１巡目 ２巡目 ３巡目 ４巡目 

（３） 調査項目 

21.0km 

22.0km 

産卵場 
アユ？ 
サケ？ 
サクラマス？ 

カワヂシャ 
ゴキヅル 
タコノアシ 

アオサギ 2 
アオジ 5 
ウグイス 2 
オオタカ 1 
ミヤマホオジロ 6 

アオジ 1 
イカル 1 

アオサギ 1 
アオジ 7 
イカル 26 
カワウ 1 

アオジ 
1 

カワウ 1 

〔魚類〕 
緑文字は純淡水魚、青文字は回遊魚を示す。 

〔鳥類〕 
青文字のは水辺の鳥類、黄緑文字は草地の鳥類、緑文字は 

樹林の鳥類、丸数字については繁殖個体数を示している。 

アオジ 1 
イソシギ1 

アオサギ 2 
ウグイス 1① 
オオヨシキリ 1① 
ダイサギ 2  ウグイス 1① 

オオヨシキリ 1① 
ダイサギ 1  アオサギ 1 

ウグイス  1① 

サギ類の集団営巣地 
・アオサギ：  10羽 

比較的緩やかな流れの瀬 
19.0～20.0kmおよび21.0～22.0kmは、20.0～21.0kmの区間より 

も砂州の発達が見られず、河道幅が広くなっており、比較的緩やか 
な流れの瀬が形成されていると考えられる。このような瀬を利用す 
るカマキリやアカザ等の礫床を利用する魚類の他、アユの産卵床等 
が形成されている。また上流部の○○堰での多くの回遊魚の遡上阻害 
から、当該地区の瀬等を産卵場として利用する回遊魚も多いと推定 
される。 

まとまった河畔林 
当該地区20.0～22.0km付近の落葉広葉樹を主体とした河畔林は○△川本川で 

最も大きくまとまった河畔林である。当該地区にはフクロウやカワアイサ等 
の樹洞をねぐらとする鳥類も確認されており、これらの鳥類の重要な生息地 
である可能性がある。また20.4～20.6kmの河畔林ではサギの集団営巣地も確 
認されている。 

耕作地と草原 
19～21km付近の耕作地と放棄畑に形成された一 

年生草本群落にはオオヨシキリ、ミヤマホオジロ、 
アオジ、ウグイス、イカル等、平地から低山に至る 
草原や藪などに生息するさまざまな鳥類が生息・繁 
殖している。 

アオジ 2 
カワアイサ 1 
カワウ 1 

まとまった礫河原 
当該地区の19～21kmの砂礫堆は○△川本川で最も大きくまとまっ 

た礫河原であり、ツルヨシやカワラヨモギ等が繁茂する。またイカ 
ルチドリやイソシギ等の礫河原を繁殖地とする生物の○△川唯一の生 
息地となっている。 

※この河川環境情報図はイメージです 

アオサギ 2 
オオヨシキリ 1① 
キビタキ 1 
フクロウ 1① 

アオサギ 10 
イソシギ 1 
オオヨシキリ 6⑤ 

イカル 61① 

ウグイス 1① 

瀬不明 
アカザ 1 

イカル 1① 
ウグイス 1① 

平瀬 
アカザ 1 

トロ 
ワカサギ 1 
カマキリ 
（ｱﾕｶｹ） 1 

イカル 17 

当該地区で最も大きくまとまった河畔林 
（ケヤキ－ムクノキ群落） 

（５） 河川水辺の国勢調査の利用例 
「河川環境情報図」とは、河川水辺の国勢調査の結果を地図上に示したもの 

河川環境に関する調査（河川水辺の国勢調査）
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自然共生センター 河川生態学術研究 

生態学的観点からの川の自然環境の解明 河川・湖沼等の自然環境保全・復元のための基礎的・ 
応用的研究を行い、その結果を広く普及することを目 
的とする。 

流量変化による魚 
類の生息実験 

・ ３本の実験河川（流路延長８００ｍ）と６つの池をもつ。 
・最大４ｔ／ｓの人工出水が可能。 
・川の地形、植物の繁茂、流量を変化させて、川の生態系の応答 
を探る。 

河川環境に関する調査・研究 

河川生態学術研究委員会 

・大学の研究者（生物学等） 
構成 ・土木研究所 

・行政 等 

研究グループ 
６河川（多摩川、千曲川、木津川、北川、標津川、岩 

木川） 

調査計画の企画・方針の決定 
研究成果の総合分析及び評価 

調査・研究の実施に対する検 
討
個別調査の実施 

河川生態学術研究会
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◇ ダムに関する環境影響評価の実施 
参考図書の作成：ダム事業における環境影響評価の考え方（河川 
事業環境影響評価研究会 編 平成１２年３月発刊） 

◇ 様々な環境保全措置を実施 
・在来種による水辺の植生の回復 

・湿地の復 
元 

・在来種による植生の回 
復 

・付替道路のトンネル化 

有光層 生産層 

無光層 分解層 
間欠式空気揚水筒 

送気管 

気
泡

 
弾

 

・曝気による富栄養化の防 
止 

移植状況 

移植後の状況 

・植物の移植（重 
要種の保全） 

・既存ダム再編による裸地の解消 

水位一 
定 植生の 

復元 
裸地 

水位 
変動 

クマタカ 

・冷水、濁水対策 

・生態系（上位性）の保全措置 

（工事中の注目種（猛禽類）の繁殖状 
況をＣＣＤカメラで監視、生態情報の 

収集） 

・生態系（典型性・移動性） 
への保全措置 

（小動物の移動路の確保等） 

横断管渠の設置（ほ乳類等対象） 

産卵の直後 親鳥と餌動物（小鳥） 
（上に幼鳥） 

ＣＣＤカメラによる繁殖状況映像 

ダムにおける環境影響評価の取り組み
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・水路式水力発電所では、発電のための水量を下流の発電所にバイパスさせるため、流量が著しく減少している 
減水区間が生じているところがある。 
・このような減水区間に河川の水を取り戻すため、ガイドラインを定め、水利権更新時に、取水地点直下の流量 
を確保する取組を進めている。 

取水堰 
調整水槽 

減水区間 
発電所 

清流回復 
減電 

取水堰 調整水槽 

発電所 発電水利権の 
許可更新時 

発電事業者の協力のもと、 
河川維持流量を放流 

従
来 適用後 

放流 
河川 河川 

52% 

15% 

12% 

21% 

減水区間総距離 
約９，７３２ｋｍ 

発電所数 
１，２９５発電所 

ガイドライン該当で 
更新時に清流回復を実施済 

４４８発電所 
約５，０８０ｋｍ（５２％） 

ガイドライン非該当発電所 
７７６発電所 

約３，４６８ｋｍ（３６％） 

ガイドライン該当発電所 
５１９発電所 

約６，２６４ｋｍ（６４％） 

ガイドライン非該当だが 
清流保持を実施した発電所 

２２１発電所 
約１，４１７ｋｍ（１５％） 

ガイドライン該当で 
更新時に清流回復予定 

７１発電所 
約１，１８３ｋｍ（１２％） 

ガイドライン非該当で 
減水区間を生じている発電所 

５５５発電所 
約２，０５１ｋｍ（２１％） 

Ｈ１７年度末時点において、減水 
区間を生じている発電所 

６２６発電所 
約３，２３４ｋｍ（３３％） 

※一級水系の全発電所数は、１， 
５７１発電所。その内、減水区間 
未発生の２７６発電所を除いた、 
１，２９５発電所を対象にグラフ 
化している。 
※グラフの数値は、減水区間距離 
に占める割合を示す。 

（平成１７年度末 時点） 

【清流回復距離】 
Ｈ14年度末時点：約4,260km 

↓ 
Ｈ15年度末時点：約4,560km 

↓ 
Ｈ16年度末時点：約4,950km 

↓ 
H17年度末時点：約5,080km 

­17­ 

発電ダムに伴う減水区間解消による清流回復
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付着藻類の剥離・ 
更新支援（真名川ダム） 

【ダムの弾力的管理による河川環境改善事例】 
●よどみ水の清掃：三春ダム、寒河江ダム 
●河川景観の向上：漁川ダム 
●付着藻類の剥離・更新支援：寒河江ダム、真名川ダム 
●魚類の遡上・降下支援：美利河ダム、大渡ダム 

● 河床のｼﾙﾄ等を流掃し、付 
着藻類の剥離に効果。 

● 流砂により付着藻類の剥離 
が約20％増。 

○維持流量の増量放流 
維持流量に流量を上乗せして継続的に行う放流。河川 

景観の向上、魚類の遡上・降下支援等のために実施する。 

【弾力的管理のための放流パターン】 
○フラッシュ放流 

掃流力を高めるための短時間の放流。よどみ水の流掃、 
付着藻類の剥離・更新支援のために実施する。 

放
流

量
 

日時 

維持流量 

フラッシュ放流量 

放
流

量
 

日時 

維持流量 

フラッシュ放流量 

・ダムの弾力的管理は、洪水調節に支障を及ぼさない範囲で、洪水調節容量の一部に流 
水を貯留し、これを適切に放流することによりダム下流の河川環境の整備と保全等に資 
することを目的としている。 
・平成１８年度は２４ダムで弾力的管理試験を実施。 
・活用放流によって、ダム下流の河川環境の改善に関する様々な調査を実施している。 

ダムの弾力的管理による流況改善
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「子どもの水辺」再発見プロジェクト登録箇所数の推移 

23 22 

82 

34 
47 

19 21 

161 

208 
227 

248 

127 

45 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

300 

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 

年度毎登録数 

累積登録数 H12･制度のスタート 

「子どもの水辺」での活動の様子（近木川（大阪 
府）） 

子どもの水辺協議会 
・市民団体 
・市区町村教育委員会 
・河川管理者 

等 

子どもの水辺 
サポートセンター 

水辺の楽校 
プロジェクト 

「子どもの水辺」再発見プロジェクト 
文部科学省・国土交通省・環境省連携 

登録申請 

水辺整備 
が必要な 
場合 

河川局長 

河川管理者 水辺整備 

水辺の登録 
・資機材の貸出 
・各種情報提供 
・市民団体等の 

コーディネート 
等 

活動 
支援 

子どもの水辺 
推進会議 

・文部科学省 
・国土交通省 
・環境省 

プロジェクトの支援 

子どもの水辺 
連絡会 

・都道府県教育 
委員会 

・河川管理者 等 

水辺の登 
録を報告 

■ 地域の市民団体、教育関係者、河川管理者等 
が 

一体となって、子どもの水辺協議会を設置。 

■ 「子どもの水辺サポートセンター」が活動を 
支 

援（資機材の貸出，活動のコーディネート等）。 

■ 必要に応じて「水辺の楽校プロジェクト」に 
よ 

り施設整備を実施。 
＜都道府県レベル＞ 

＜国レベル＞ 

＜水辺ごと＞ 

こ ぎ 

河川環境教育：｢子どもの水辺｣再発見プロジェクト


